
全 員 協 議 会 次 第 
 

 

令和８年１月 21 日 

午 前 1 0 時 開 議 

３ ０ １ 会 議 室 

 

 

協 議 事 項 

  １ 補正予算の専決処分について 

   

２ 臨時会の開催について 

 

３ その他 

 

 



委 員 会 開 催 報 告 

（12 月 19 日から 1 月 21 日まで） 

 

 １  常任委員会  

  (1) 総務経済委員会（１月８日  午前 10 時から）  

    ・報告事項  

・その他  

 

  (2) 教育民生委員会（１月９日  午前 10 時から）  

    ・報告事項  

・その他  

 

 ２  特別委員会  

(1) 公共施設マネジメント特別委員会（１月８日  午後１時から）  

    ・委員会の調査事項について  

    ・その他  

 

  (2) 不登校・ひきこもり特別委員会（１月９日  午後１時から）  

    ・ひきこもり支援について  

・加賀市の不登校の現状と取組について  

・その他  

 

  (3) 議会活性化特別委員会（１月９日  午後２時 10 分から）  

・議会改革に関する検討項目について  

・議会基本条例の検証について  

・視察受け入れの対応議員について  

・議会改革度調査 2025 について  

・大聖寺実業高校との意見交換会について  
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　　　加賀市

令和7年度1月補正予算概要

R8.1.21 全員協議会資料



現計予算額 1月補正予算額 合計

38,796,600 44,060,300 352,300 44,412,600 14.5

国 民 健 康 保 険 6,773,942 6,662,443 6,662,443 △ 1.6

後 期 高 齢 者 医 療 1,248,010 1,298,253 1,298,253 4.0

介 護 保 険 7,515,001 7,494,616 7,494,616 △ 0.3

加賀山代温泉財産区 143,400 135,000 135,000 △ 5.9

加賀山中温泉財産区 214,548 216,477 216,477 0.9

計 15,894,901 15,806,789 0 15,806,789 △ 0.6

病 院 事 業 10,600,263 12,477,800 12,477,800 17.7

水 道 事 業 4,193,613 4,065,588 720 4,066,308 △ 3.0

下 水 道 事 業 7,636,230 6,293,602 6,293,602 △ 17.6

計 22,430,106 22,836,990 720 22,837,710 1.8

77,121,607 82,704,079 353,020 83,057,099 7.7

令和7年度1月補正予算　各会計補正予算総括表

（単位：千円　％）

区分
前 年 度 1 月
補正 (専決 )後
予 算 額

令 和 7 年 度

前年対比伸率 備 考

一 般 会 計

特

別

会

計

企

業

会

計

合計
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歳　　　出 （単位：千円　％）

現計予算額 1月補正予算額 合　計

1 議 会 費 269,701 277,178 0 277,178 2.8 0.6 

2 総 務 費 4,101,624 4,296,988 345,000 4,641,988 13.2 10.5 

3 民 生 費 13,703,406 13,717,788 0 13,717,788 0.1 30.9 

4 衛 生 費 3,740,519 3,463,020 0 3,463,020 △ 7.4 7.8 

5 労 働 費 11,270 11,320 0 11,320 0.4 0.0 

6 農 林 水 産 業 費 491,175 548,735 0 548,735 11.7 1.2 

7 商 工 費 1,004,166 1,041,469 0 1,041,469 3.7 2.3 

8 土 木 費 5,398,874 7,750,437 0 7,750,437 43.6 17.5 

9 消 防 費 1,550,218 1,813,048 0 1,813,048 17.0 4.1 

10 教 育 費 3,564,095 6,760,015 0 6,760,015 89.7 15.2 

11 災 害 復 旧 費 804,400 121,800 0 121,800 △ 84.9 0.3 

12 公 債 費 3,857,446 3,980,011 0 3,980,011 3.2 9.0 

13 諸 支 出 金 289,706 268,491 7,300 275,791 △ 4.8 0.6 

14 予 備 費 10,000 10,000 0 10,000 0.0 0.0 

38,796,600 44,060,300 352,300 44,412,600 14.5 100.0 計

令和7年度1月補正予算　一般会計総括表　

款
前 年 度 1 月
補 正 ( 専 決 ) 後
予 算 額

令 和 7 年 度

前年対比伸率 構 成 比

2



歳　　　入 （単位：千円　％）

現計予算額 1月補正予算額 合　計

1 市 税 8,785,220 9,479,210 0 9,479,210 7.9 21.3 

2 地 方 譲 与 税 285,930 278,240 0 278,240 △ 2.7 0.6 

3 利 子 割 交 付 金 7,000 6,000 0 6,000 △ 14.3 0.0 

4 配 当 割 交 付 金 47,000 55,000 0 55,000 17.0 0.1 

5 株式等譲渡所得割交付金 41,000 83,000 0 83,000 102.4 0.2 

6 法 人 事 業 税 交 付 金 158,000 190,000 0 190,000 20.3 0.4 

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,770,000 1,800,000 0 1,800,000 1.7 4.1 

8 ゴルフ場利用税交付金 87,000 87,000 0 87,000 0.0 0.2 

9 環 境 性 能 割 交 付 金 35,000 50,000 0 50,000 42.9 0.1 

10 地 方 特 例 交 付 金 295,000 45,000 0 45,000 △ 84.7 0.1 

11 地 方 交 付 税 8,260,000 8,902,000 0 8,902,000 7.8 20.0 

12 交通安全対策特別交付金 6,000 5,000 0 5,000 △ 16.7 0.0 

13 分 担 金 及 び 負 担 金 8,635 21,458 0 21,458 148.5 0.1 

14 使 用 料 及 び 手 数 料 394,596 382,582 0 382,582 △ 3.0 0.9 

15 国 庫 支 出 金 7,780,401 8,302,332 352,300 8,654,632 11.2 19.5 

16 県 支 出 金 2,596,620 2,603,493 0 2,603,493 0.3 5.9 

17 財 産 収 入 28,604 34,737 0 34,737 21.4 0.1 

18 寄 附 金 1,085,410 1,229,050 0 1,229,050 13.2 2.8 

19 繰 入 金 2,021,124 1,600,371 0 1,600,371 △ 20.8 3.6 

20 繰 越 金 406,706 387,047 0 387,047 △ 4.8 0.9 

21 諸 収 入 892,774 1,258,380 0 1,258,380 41.0 2.8 

22 市 債 3,804,580 7,260,400 0 7,260,400 90.8 16.3 

38,796,600 44,060,300 352,300 44,412,600 14.5 100.0 

構 成 比

計

款
前 年 度 1 月
補 正 ( 専 決 ) 後
予 算 額

令 和 7 年 度

前年対比伸率
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１ 物価高騰対応（一般会計・水道事業会計）

 生活支援給付金給付事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5

 水道料金基本料金免除事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6

主 要 事 業 等 の 概 要
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物価高騰対応 生活支援給付金給付事業
行政まちづくり課

【予算計上科目：2款 1項 17目
物価高騰対応生活支援給付金給付事業費】

事業イメージ

【事業の目的】
物価高騰が全ての市民に影響を及ぼしていることから、国

の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用し、

食料品等の物価高騰対策として、幅広い世代へ効果的で効率

的な支援を行うため、市民全員を対象に1人当たり5,000円の

現金を給付する。

【支給対象世帯】

基準日（本年2月1日）時点において、加賀市に住民登録が
あるすべての世帯

【概 要】

１ 事業年度 令和7年度～令和8年度

２ 事業費 345,000千円

３ 事業内容

(1) 給付事業費（@5千円×61,000人） 305,000千円

(2) 事務費（郵送料、人件費など） 40,000千円

４ 財源内訳

国（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 10/10）

【予算額】
１ 現計予算額 0千円

２ 1月補正予算額 345,000千円

３ 補正後の予算額 345,000千円

事業の内容

令和７年度１月補正予算 主要事業等の概要

公金受取口座の登録
（市の登録口座含む）が
ある世帯主

振込案内送付

公金受取口座
等でよい場合、
返信不要

別口座希望の場合、

申請書返信（提出）

公金受取口座等に振込

その他の世帯主

申請書送付

指定口座に振込

市民がマイナポータル（デジタル庁）等を通じて登録して

いる「公金受取口座」等を活用し、プッシュ型の給付を行う。

登録のない世帯主については、従来型の申請による給付

を行う。

申請書返信（提出）

給付条件が揃った世帯に対し順次給付する。
申請は、令和8年６月末まで受け付ける。
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物価高騰対応
水道料金基本料金免除事業

経営企画課
【予算計上科目：1款 1項 1目中 給水収益

1款 1項 4目中 業務費】
財政課

【予算計上科目：13款 3項 1目中 水道事業繰出金】

事業イメージ

【事業の目的】

物価高騰の影響を受けている市民の生活を支援するため、

令和7年12月分から令和8年2月分まで実施中である水道料金

の基本料金免除（無償化）期間を２か月間延長する。

また、物価高騰の影響を受けている事業者を支援するため、
業務用についても免除の対象とする。

【概 要】
１ 事業年度 令和7年度～令和8年度

２ 総事業費 135,820千円

（石川県水道料金無償化特別交付金、一般会計負担金）

【令和7年度の概要】
１ 事業費 65,420千円

２ 事業内容

(1) 基本料金免除相当総額 64,700千円

(2) 諸経費 720千円

３ 財源内訳

県（水道料金無償化特別交付金） 58,120千円

市（一般会計負担金） 7,300千円

市（給水収益） △64,700千円

【予算額】
１ 現計予算額 7,600千円

２ 1月補正予算額 720千円

３ 補正後の予算額 8,320千円

事業の内容

令和７年度１月補正予算 主要事業等の概要

１ 対象期間
令和8年3月請求分（2月検針分）から令和8年4月
請求分（3月検針分）

２ 免除対象となる口径および基本料金
家庭用途及び業務用途の全ての水道料金の基本料金、
及び大家等から申請のあった集合住宅の水道基本料金

３ 対象件数 約26,200件
本事業は、給水契約に基づき対象とするため、
申込み手続等は不要。集合住宅のみ大家等から申請必要

口径
（ミリ）

１か月あたりの基本料金
（消費税込：円）

無償となる基本料金
（２か月分の合計 消費税込：円）

13 1,144 2,288
20 2,530 5,060
25 3,740 7,480
30 8,360 16,720
40 10,670 21,340
50 17,600 35,200
75 39,050 78,100

100 63,250 126,500

事業主体

対象/請求月 R7.12 R8.1 R8.2 R8.3 R8.4

対象25mm以下 家庭用 市 市 市 県 県

対象30mm以上 家庭用 市 市

対象25mm以下 業務用 県 県

対象30mm以上 集合住宅 市 市 市 県 県

対象30mm以上 業務用 市 市
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（追加） （単位：千円）

7年度 7年度 翌年度

予算額 支出予定額 繰越予定額
国・県
支出金

給付金の給付を年度内に完了する
ことが困難であるため。

完了予定

令和8年7月

345,000 113,000 232,000 0 232,000 0 0 0

2 1 345,000 113,000 232,000 0 232,000 0

（1月補正）

物価高騰対応生活支援給付金
給付事業

令和7年度　一般会計1月補正予算　繰越明許費調書

款 項

事業名 左 の 財 源 内 訳

説　明（予算計上時期）
既収入

特定財源

未収入特定財源
一般財源

市債 その他

0 0

合　　　計
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（追加） （単位：千円）

国・県支出金 企業債 他会計負担金

5,000 5,000

700 700

水道料金基本料金免除事
業に係る水道料金システ
ム改修業務

令和7年度
～

令和8年度

期間：令和8年2月上旬～令和8年
6月上旬
予算額：5,000千円
事業概要：水道料金基本料金免
除事業に伴い、対象者を設定し
て免除するための水道料金シス
テム改修業務を委託する。

水道料金基本料金免除等
業務

令和7年度
～

令和8年度

期間：令和8年2月上旬～令和8年
6月上旬
予算額：700千円
事業概要：水道料金基本料金免
除事業に伴い、対象者の選定、
通知、水道料金システムへの登
録などの業務を委託する。

令和7年度　水道事業会計1月補正予算　債務負担行為調書

事　項 限度額 期　間

左の財源内訳

説　明特定財源 収益的収入
または

内部留保資金
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令和８年１月加賀市議会臨時会議案概要

◇報告案件（１件）
報告
番号

件 名 概 要

1

専決処分の報告について(令和7年度一般会計補
正予算)

※専決第５号(令和7年12月25日専決)

次の事業に係る費用を補正したもの。
物価高対応子育て応援手当給付事業

補正額 162,500千円
補正後 44,060,300千円

◇予算案件・補正（２件）

議案
番号

件 名 概 要

1 令和７年度加賀市一般会計補正予算
補正額
補正後

352,300千円
44,412,600千円

2 令和７年度加賀市水道事業会計補正予算
補正額
補正後

720千円
4,066,308千円
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